
地域の社会課題解決を進める
次世代自治体推進プログラムのご紹介

いま自治体に求められる役割とは

人口構成の変化により税収や自治体職員が減少していく中、自治体では、社会課題の顕在化やこれまでにないスピードでの社会変化によ
り、対応すべき業務が増大化・複雑化しています。

そのような環境下において、自治体は今後、その運営のみならず積極的な経営を行っていくよう変革していくことが求められるものと考えら
れます。住民や企業からの税収活用のみならず、明確なビジョンを示し共感を得ることで、住民や企業から知的資本や人的資本、社会関
係資本を獲得・活用し、サービスの高度化を進めると共に、多様なプレイヤーと協働することで、地域の社会課題解決を推進していくことが、
重要な役割になります。
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自治体がキープレイヤーとして牽引する、地域の社会課題解決

私たちは上記の課題に対し、「次世代自治体推進プログラム」にて、自治体がキープレイヤーとなって推進する地域課題解決を支援いたし
ます。課題発見・解決方向性の設定のみならず、それらを解決するにあたってのエコシステム構築、最新テクノロジーやソリューションの活
用まで幅広い観点で、地域のキープレイヤーとして多数のステークホルダーを巻き込んだトランスフォーメーションを推進していくためのご
支援をいたします。加えて、それらの活動を通じて得られた成果を共有可能なプラットフォームに蓄積し、自治体やエリアの枠を超えた新た
な価値の創出に活用します。
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多様な切り口から進める「次世代自治体」づくり

PwC Japanはこれらの課題に対し、現在、以下の8領域での取り組みを重点的に進めています。特にどの自治体でも大きな検討課題とな
りうる「課題ドリブン」テーマのみならず、それらの推進やデジタル・テクノロジーのベースとなる「セキュリティ」「DXを含む自治体変革」の両
面からのご支援可能な点がPwC Japanグループの大きな特徴です。

「コレクティブ・インパクト・アプローチ」により地域の社会課題解決と自治体経営を強力に推進

PwC Japanグループは、海外事例や中央官庁との調査案件・政策提言活動などから得た豊富な実績と知見、PwC独自メソッドや推進方
法、PwCグループ全体との連携によるさまざまなプロフェッショナルサービスなどの観点を踏まえ、これらの領域において幅広いサービスを
提供します。

特にエリアの改革を進めるにあたって大切な考え方・手法である「コレクティブ・インパクト・アプローチ」によって、さまざまなプレイヤーが協
働して社会課題解決に取り組み成果を創出していくための、明確なビジョンを打ち出します。多様なプレイヤー間の意識・アジェンダ・評価
指標を共通化し、推進体制の構築や継続的なコミュニケーションの創出を行い、継続的なまちづくりや課題解決の仕組みづくりによる、次
世代の自治体経営を支援いたします。
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